区民説明会における主な発言等
	分 野
	発言（要旨）
	区の考え方

	高齢者・介護保険

事業計画
	高齢者・介護保険事業計画の改定に当たっての調査は、どのように行ったのか。その結果は、公表されているのか。

また、結果は計画に反映されているのか。
	　今回の計画改定に当たり、平成22年11月に文京区在住で介護保険の要支援・要介護認定を受けていない70歳以上の被保険者を対象とした「高齢者現況把握調査」と、文京区在住の65歳以上で介護保険の要支援・要介護認定を受けている被保険者及び要支援・要介護認定を受けていない55歳～69歳の被保険者を対象とした「高齢者等実態調査」の２種類の調査を実施しました。

　この結果については、すべて公表しており、行政情報センター、図書館、区ホームページなどでも、閲覧することができます。

　また、調査の結果は、分析した上で、今回の計画に反映させています。

	高齢者・介護保険

事業計画
	昨年の高齢者に対する調査の際、無記名での提出であるにもかかわらず、提出しないと督促が来たのは、何故か。

無記名なのに、個人を特定する必要があるのか。それならば、記名式でよいのではないか。
	回収率を向上させるため、無記名調査としました。返信用封筒に付番することで、未提出者を特定する仕組みとなっています。ただし、返信用封筒が到着後、調査票と付番してある返信用封筒は切り離したため、個人を特定することはできません。

	高齢者・介護保険

事業計画
	「地域活動の担い手への支援」とあるが、具体的に何を支援するのか。
	社会福祉協議会が策定する、来年度からの地域福祉活動計画の中では、地域に地域福祉コーディネーターを配置し、小地域福祉活動を展開していくこととしています。これは、社会福祉協議会が地域の中に入り、意見交換しながら、課題を拾い上げ、コーディネートしながら、課題を解決していくというものですが、このような活動に対して、支援を行っていきます。


	分　野
	発言（要旨）
	区の考え方

	高齢者・介護保険

事業計画
	「介護保険サービスや認知症対策を充実させる」や「家族に対する支援」とあるが、新たに行うサービスはあるのか。
	従来のサービスを充実させるとともに、新たに平成24年度法改正により創設されるサービスである定期巡回・随時対応型訪問介護看護を第５期（平成24年度～平成26年度）期間中に整備します。

また、地域包括支援センターに看護師資格を持つ医療連携推進員を平成23年10月から配置し、医療と介護の連携を強化しています。

	高齢者・介護保険

事業計画
	　新たな特別養護老人ホームの整備については、平成27年度に着工となっているが、この計画の期間後である。教育センターとの関連もあると思うが、もう少し早くならないのか。
	　新たな特別養護老人ホームの整備については、一定規模の土地が必要となるため、公有地を含めて検討した結果、現段階において、面積などの基準を満たし、最も早く整備が可能である、教育センター跡地を活用することとしています。教育センターは、平成27年４月に移転するため、その後に着工し、平成29年中に開設するスケジュールを予定しています。

	高齢者・介護保険

事業計画
	新たに整備する特別養護老人ホームは、定員が80人と聞いているが、そのとおりなのか。

入所待機者のうち、要介護度４・５の人は、400人程度いるが、定員80人では、対応できないのではないか。
	整備のあり方については、民間事業者の公募による整備を想定しているため、来年度以降の具体的な検討の中で、可能な限り多く、定員を確保していきますが、ユニット型個室や多床室の割合など、様々な条件によって、定員が変わってくるため、現段階では定員をお示しすることはできません。

今後の特別養護老人ホームの整備については、介護保険料への影響や入所申込者の状況などを勘案し、検討していきます。

	高齢者・介護保険

事業計画
	10月からサービス付高齢者向け住宅の制度が開始されているが、高齢者に対する住宅供給について、福祉サイドではどのように考えているか。
	民間によるサービス付高齢者住宅については、文京区などの地価の高い地域では、利用者負担額が高額になるという課題が明らかになっています。

今後は、民間事業者に対して、情報提供などの支援を行うとともに、民間によるサービス付高齢者の実現の可能性について、検討を行っていきます。

また、高齢者賃貸住宅登録事業については、緊急通報装置を設置するほか、各種の福祉サービスや見守りの活用を提案するなどして、普及を図っていきます。


	分　野
	発言（要旨）
	区の考え方

	高齢者・介護保険

事業計画
	介護保険法の改正により、介護予防・日常生活支援総合事業が、自治体の判断で実施できるようになったが、文京区で実施する予定はあるのか。
	介護予防・日常生活支援総合事業については、要支援と特定高齢者を行き来する高齢者を対象とした、介護予防を含めた総合事業ですが、現段階では、第５期（平成24年度～平成26年度）期間中での実施予定はありません。サービスの詳細や効果が不明であり、地域支援事業との関係もあるため、第６期（平成27年度～平成29年度）計画において、実施するかどうか検討していきます。

	高齢者・介護保険

事業計画
	　介護保険料の今後の変動要素について、国で介護報酬の改定を検討していると思うが、その影響をどのように考えているのか。
	　介護報酬の改定については、現段階では、確実なものがなく、推計できませんが、下がるとは考えていません。
介護給付費準備基金については、平成23年10月現在では、平成23年度末現在で残額を３億8,000万円と見込んでおり、そのうち、約１億円の活用を見込んでいます。

財政安定化基金については、平成23年10月現在では、約１億円の活用を見込んでいます。

	高齢者・介護保険

事業計画
	　制度からではなく、区民の生活からみて、介護保険料は高い。

　また、介護給付費準備基金や財政安定化基金は、どの程度を見込んでいるのか。
	

	高齢者・介護保険

事業計画
	前年の区の収支で、74億円が積み増されたと聞いているが、その一部でも使えば、これほど介護保険料は上がらないのではないか。
	介護保険の財源は、利用者負担分を除いた介護給付費を、国・東京都・文京区で負担する公費負担と、40歳以上被保険者が負担する保険料負担でまかなわれています。区の収支が積み増しされたとしても、区の負担は、法律で12.5％と定められており、これを超えて負担することはできません。

区としても、国に対して、保険料上昇の抑制を要望しています。

	高齢者・介護保険

事業計画
	介護保険料が確定する際は、どのような形で知ることができるのか。

また、最終的には、どこで決定するのか。
	区民に対しては、平成24年３月に発行する区報特集号で周知します。

また、保険料の改定については、条例改正の必要があるため、平成24年の区議会第１回定例会での改正を予定しています。


	分　野
	発言（要旨）
	区の考え方

	障害者計画
	障害者計画の改定に当たり、初めてヒアリング調査を行うなど、障害を持つ当事者の意見を聴く場を設けたことは評価できる。

現在の障害者部会は、障害を持つ当事者が２名しかおらず、国のように、半数以上を入れてほしい。
	今回のヒアリング調査では、身体障害者だけでなく、知的障害や精神障害を持つ方も本人から聴けないかという取組を行い、会議体という形ではありませんが、本人が発言しやすい環境で、意見を聴いています。

障害者の参画をさらに進めていくことは、課題として考えています。

	障害者計画
	　新福祉センターに施設入所支援を40床設けることについて、重度の人や医療が必要な人もいるため、必要性は理解しているが、地域移行を進めていこうという中で、国の動きに逆行していないか。
	　国の方針で、地域の中で障害者が暮らしていける環境にすべきという考え方がありますが、専門的な対応が必要な人にとっては、地域に移行できない場合もあります。

　区内に入所施設が１か所もないという状況では、必要であると考えています。

	障害者計画
	　車椅子を使用している人は、災害時に避難場所に行くことが困難で、防災訓練にも参加が難しい。
	　災害時の避難については、課題であると考えています。平成24年度に、地域防災計画を見直す中で、関連部署が連携しながら、考えていきます。

	地域福祉保健の

推進計画
	　区の防災会議の中に障害を持つ当事者が入っていないので、地域の様々な人を入れてほしい。
	　会議体という形ではありませんが、障害者だけでなく、高齢者や子育てをしている方など、多くの方から意見を聴く場を設けていきます。

	地域福祉保健の

推進計画
	千駄木に東日本大震災のような地震があれば、全滅してしまう。消防車などが入れる道路はなく、池を２つ３つ作らなければ、小学校のプールだけでは間に合わない。区の職員は、文京区の中を知らない人が多いため、災害が発生したら、避難所の指示など、だれが行うのか。
	　避難所の場所については、これまでも町会に対して周知していますが、東日本大震災以降、より意識が高くなっているため、今後も引き続き周知していきます。

	分　野
	発言（要旨）
	区の考え方

	地域福祉保健の

推進計画
	災害時の備蓄物資は、聞くところによると、食糧は人口の20％の１日分、水は幼児のミルク用しかないとのことである。帰宅困難者対策に力を入れているようだが、区民はどうするのか。東京都も給水車をほとんど持っておらず、３日分の食糧と水を確保しろというのは矛盾がある。
	文京区の地域防災計画では、マグニチュード7.3の地震による被害を想定しており、避難所に避難するのは、全体の20％と見込んでいるため、それに基づいて、各避難所に１日分の食糧を備蓄しています。飲料水については、保管場所の問題から、教育の森公園と本郷給水所に確保してあり、人口１か月分の必要量は充足されています。

なお、区に給水車はありませんが、災害時は、車に折り畳み式の給水槽を積載し、それが給水車の役割を果たします。

	地域福祉保健の

推進計画
	全体の20％しか、避難所に避難しないということだが、それほどうまくいくのか。
	被害想定が変わってくれば、それに応じて、備蓄量も変えていくことになります。この被害想定は、東日本大震災を踏まえて、新たに、東京都が今夏に出すため、区としても、平成24年度末までに地域防災計画を見直す予定です。

	地域福祉保健の

推進計画
	区民は、区の備蓄状況を知らないため、もっと周知すべきではないか。
	平成24年度に地域防災計画を修正する中で、区の備蓄状況についても、区民に周知を図っていきます。

	地域福祉保健の

推進計画
	小学校のプールには、すべて水が入っているのか。
	火災時に利用する水については、消防水利の指定がある小学校８校はプールの水を確保していますが、指定のない小学校は周辺の消火栓を使用することになります。

	その他
	民生委員の名前や住所は、以前、区報に掲載されたと思うが、それだけでは分からないので、一度だけでなく、数回に一度は、電話番号も含めて、区報に掲載すべきではないか。
	民生委員は、３年ごとに改選するため、その際に、名前と住所を区報に掲載しています。電話番号については、いたずら電話を防止するため、掲載していませんが、問い合わせていただければ、担当の民生委員を紹介しています。

	その他
	より多くの人の意見を聴いて計画に反映したいと言いながら、実際に反映する気があるとは思えない。
	いただいたご意見については、可能な限り計画に反映できるよう、十分に検討を行ったうえで、計画を改定いたします。


	分　野
	発言（要旨）
	区の考え方

	その他
	説明会の場で「中間のまとめ」を渡されても読み切れないため、参加者に対して、あらかじめ資料を配付することはできないのか。
	図書館、地域活動センターなどに、閲覧用の「中間のまとめ」を配置するほか、区ホームページに掲載するなど、多くの方がご覧いただけるようにしていますが、今後については検討していきます。

	その他
	「中間のまとめ」は、分厚くて見る気になれない。もっと簡単にわかりやすくしてもらいたい。
	　本計画については、区が、今後３年間に取り組む福祉保健施策の方向性を示すものであり、内容が多岐にわたっているため、分量が多くなっていますが、区民の皆さんに分かりやすいものとなるよう、努めていきます。

	その他
	今回の区民説明会は、４回のうち、２回が景観計画の説明会と日程が重なっているが、事前に調整できたのではないか。
	　区民説明会の開催日程については、多くの方にご参加いただけるよう、平日の夜間と土曜日の午前中に設定しましたが、内部での調整を含め、今後、改善していきます。

	その他
	本日12月15日は、高齢者にとって、年金を受け取る日である。銀行の帰りに説明会には行きにくい。
	

	その他
	12月8日に区報特集号が発行され、区民説明会の初日が13日からという日程で、本当に区民に知ってもらいたいと思っているのか、疑問に感じる。

説明会では、区の職員より参加者が少ない方が普通になっており、パブリックコメントの結果も区報に掲載されていない。
	いただいた意見については、紙面の都合上、区報に掲載することは困難ですが、可能な限り多くの場所に、パブリックコメントの結果を配置し、多くの方がご覧いただけるようにしていきます。


	分　野
	発言（要旨）
	区の考え方

	その他
	これだけの内容であれば、もっと時間をかけて、１項目ずつ説明し、説明会の回数も増やして、区民の意見を聴くべきだと思う。これだけだと、生活との接点がわかりづらい。
	本計画については、区が、今後３年間に取り組む福祉保健施策の方向性を示すものであり、内容が多岐にわたっているため、分量が多くなっています。区民説明会では、時間の制約もあり、詳細な説明はできませんでしたが、計画の改定に当たっては、区民の皆さんに分かりやすいものとなるよう、努めていきます。

	その他
	「中間のまとめ」は分量が多く、これを見て理解するのは無理があるが、説明会の場に、民生委員や地域包括支援センターの職員がいて、その輪の中に入るようなものであれば、様子が違うと思う。
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